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ほ場整備事業の換地処分 5 18 18 0 0 1 0 
狂牛病（ＢＳＥ）関係 4 37 35 2 0 2 0 
農業協同組合関係 4 4 3 0 1 0 1 
境界確定 3 0 0 0 0 3 0 
その他 36 171 137 34 0 5 4 

計 116 1,340 1,231 99 10 16 7 

 

（２） 開示請求の分析 
担当所属名 請求件数 担当所属名 請求件数 

産業政策課 19 北勢農林商工部 11 
商工振興課 17 津農林水産商工部 6 
農業基盤整備課 12 松阪農林商工部 6 
農山漁村振興課 6 南勢志摩農林水産商工部     11   
農芸畜産振興課 6 地域機関その他 7 
県庁その他 15 計 116 

 

 

 

【地域振興部】 

（１）主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

  
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

市町村関係 8 34 34 0 0 0        0      
大規模土地取引関係       4 3 2 1 0 1       0 
情報通信関係         4 29 10 19 0       0       0 
防災関係      4 9 5 4 0 0       0 
交通関係 2        64 64 0 0        0 0 
その他      12      93 91 2 0 1 1 

計 34 232 206 26 0 2 1 
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【県土整備部】 

（１）主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

     
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

事業計画      21 90 85 5 0 0       0   
事業実施・契約関係図書   166  2,763 2,493 249 21 10 3 
事業に係る用地・補償関係     21 257 140 117 0      2       0 
財産管理    44 70 67 3 0 0       1 
建築 52 104 56 48 0 1       0 
許認可 229 655 623 31 1 9       1 
その他 97 328 288 40 0 3 2 

計   630 4,267 3,752 493 22 25 7 
 
（２）開示請求の分析 

担当所属名 請求件数 担当所属名 請求件数 
監理課 17 四日市建設部 148 
公共事業推進課 25 鈴鹿建設部 100 
公共事業推進課 
（建設業室） 

28 津下水道部 47 

道路保全課 16 久居建設部 27 
都市計画課 21 松阪建設部 24 
下水道課 36 伊賀建設部 42 
県庁その他 49 地域機関その他 74 
桑名建設部 28 計 682 

※ 一件の請求が複数の課、部に係る場合があるので合計が開示請求件数とは一致しません。 

 

 

【出納局】 

（１）主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

  
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

入札関係 5 165 160 5 0 1        0      
契約関係       4 6 6        0 0 0       0 
その他 2  2 2 0 0 0 1 

計 11 173 168 5 0 1 1 
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【企業庁】 

（１）主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

  
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

事業計画関係 4 11 7 4 0 1        0      
工事関係       7 28 28        0 0 0       0 
供給・取水関係      5 6 6 0 0 0       0 
その他 6  82    82 0 0 0 1 

計 22 127 123 4 0 1 1 

 

 

【病院事業庁】 

（１）  主な開示請求案件 
開示請求件数 

開示区分別文書件数 
    

 
 開 示 部分開示 非開示 

不存在 取下げ 

医療事故等関係  6 213 105 106 2 １ 0 
契約関係 5 118 118 0 0 0 0 
総合医療センター関係 １ １ １ 0 0 0 0 
その他 １ 0 0 0 0 0 1 
   計 13 332 224 106 2 1 1 

 

 

【議会事務局】 

（１）  主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

特別委員会、常任委員会等
の議事 

 7 96 96 0 0 １ 0 

交際費・旅費等関係 2 43 41 2 0 0 0 
その他 3 7 7 0 0 0 0 

   計 12 146 144 2 0 1 0 
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[注１]教育委員会事務局における（1）表

合計（304）に対し（2）表各課合計（307）

が 3 件多い理由は、二課にまたがる請求

が3 件発生したことによる。 

 

【教育委員会事務局】 

（１）  主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

教員採用試験問題 216 218 214 0 4 0 0 
契約関係 17 169 169 0 0 2 1 
体罰等関係 10 14 14 0 0 3 3 
給与返還問題関係 9 177 148 26 3 2 0 
教育行政関係 5 51 48 3 0 2 0 
施設整備関係 5 24 16 8 0 1 0 
高校入試関係 3 9 4 0 5 0 0 
その他 39 145 107 29 9 12 0 
 合計 304 807 720 66 21 22 4 

 

 

（２）  開示請求の分析 

担当所属名（教育委員会事務局） 請求件数 
教職員課 239 
総務課 36 
学校教育課 20 
ｽﾎ゚ ﾂー生涯学習課 8 
教育政策課 1 
同和教育課 1 
県立図書館 2 
合計 [注1]307 

 

 

【監査委員会事務局】 

（１）  主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

     
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

意見陳情書関係 3 2 2 0 0 1 0 
監査請求事案関係 2 26 24 2 0 0 0 
監査結果関係      2 22 7 15 0 0 0 
その他 2 5 3 2 0 0 0 
   計 9 55 36 19 0 1 0 
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【人事委員会事務局】 

（１）  主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

懲戒処分関係 1 1 1 0 0 0 0 
契約関係 1 13 0 13 0 0 0 
県職員採用試験問題 1 0 0 0 0 0 1 
   計 3 14 1 13 0 0 1 

 

【選挙管理委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 
開示請求件数 

開示区分別文書件数 

    

 
 開 示 部分開示 非開示 

不存在 取下げ 

知事の収支報告書関係 2 25 25 0 0 0 0 

 

【地方労働委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

契約関係 1 2 2 0 0 0 0 
交通争議録関係 1 1 0 1 0 0 0 
   計 2 3 2 1 0 0 0 

 

【海区漁業調整委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 
開示請求件数 

開示区分別文書件数 

    

 
 開 示 部分開示 非開示 

不存在 取下げ 

契約関係 1 2 2 0 0 0 0 

 

【内水面魚場管理委員会事務局】 

（１） 主な開示請求案件 

開示請求件数 
開示区分別文書件数 

    
 

 開 示 部分開示 非開示 
不存在 取下げ 

契約関係 1 2 2 0 0 0 0 
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５  不服申立ての状況 

 

 

 【不服申立ての状況】                                             ［単位：件］ 

平成１３年度審査会処理件数 １２年度 
か ら の 
繰越件数 

１ ３ 年度
の異議申
立件数 認    容 一部認容 棄    却 

未処理の 
件   数 
（諮問済み） 

却下 取下げ 

１３ ２６ １ ８ １３ １０ ４ ３ 

注 

1 この表は、平成14 年3 月31 日現在の件数です。 

2 却下は、不適法により実施機関が審査会に諮問せず決定した件数です。 

 

 

 【異議申立ての処理状況】                                          ［単位：件］ 

処理件数 
認 容 

未処理
件数 年度 

前年度
繰越件
数 

当該年度
異議申立
件数 

当該年
度諮問
件数 全部 一部 

棄却 却下 
諮問中 

取下
げ 

諮問
なし 

２ 0 6 6 0 2 1 0 3 0 0 
３ 3 1 1 1 1 0 0 2 0 0 
４ 2 7 7 0 1 4 0 4 0 0 
５ 4 5 5 0 0 2 0 7 0 0 
６ 7 7 5 0 3(2) 2 0 7 1 2 
７ 7 8 8 0 7(5) 1 0 7 0 0 
８ 7 12 12 0 5 2 0 12 0 0 
９ 12 22 21 2 5 2 0 24 0 1 
１０ 24 18 18 4 13(12) 11 1 12 1 0 
１１ 12 15 11 9 6 3 0 5 0 4 
１２ 5 22 19 3 4 5 0 13 0 2 
１３ 13 26 19 1 8 13 0 10 3 4 
 計 96 149 132 20 55(51) 46 1 ‐ 5 13 

注 １ 平成元年以前についは異議申立てはありませんでした。 

 ２ 「諮問なし」欄は、諮問前の取下げ（９年度）と実施機関による却下決定です。 

 ３ （  ）内の数字は、答申数です。 

※ 内容が同一（類似）の事案で複数の不服申立て（諮問）がなされた場合には、ひとつの答申で答えることが 

   あるので、不服申立ての件数と答申数は一致しません。 
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６  まとめ 

平成１３年度の開示請求状況は、公文書件数では過去最高であった前年度の３９，０６０件（各

種試験結果の７６１件を含む）を下回り、１５，５９８件（各種試験結果７７０件を含む）となりました

が、延べ請求者数では、４０．３％増の１，７５５人（各種試験結果７７０件を除く）で過去最高となり

ました。このことは、情報公開制度がより多くの方に浸透していることの証左であると言えます。 

また、平成１２年度から受付を始めた電子メールによる請求が２４７件（前年度７４件）と大幅に

増加し、情報公開事務にも情報技術が活用されていることを示したものと言えます。 

開示請求の内容をみてみると、前年度同様、公共工事施工に関するもの、下水道整備事業に

関するもの、産業廃棄物処理業者の許認可等に関するもの、一般廃棄物・産業廃棄物処分場に

関するものなどの請求が多く、特に平成１３年度は、県が実施する各種試験の試験問題に関する

ものや県立病院での医療事故に関する請求が多かったことが特徴としてあげられます。 

営業目的などで利用するため、行政が保有している企業等の情報を得るような法人からの開

示請求が５５４件（３１．６％）ありましたが、平成１３年度も法人からの開示請求は増加傾向にあり

ます。 

県では、ホームページの活用をはじめ、さまざまな行政情報の提供を実施しているところですが、

より一層、行政資料の充実、インターネットへの情報掲載など、情報提供の推進に努めていく必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


